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規 則

北海道立文書館管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２７年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第３０号

北海道立文書館管理規則の一部を改正する規則
北海道立文書館管理規則（昭和６０年北海道規則第４５号）の一部を次のように改正する。
第９条に次の１項を加える。
４ 前項本文の規定は、知事の所掌事務に係る公文書の管理に関する規則（平成１０年北海道
規則第４６号）第１４条第１項の規定により公文書の文書館への引渡しをした主務課又は文書
主管課が業務に使用するため当該公文書であった文書館資料を利用する場合について準用
する。
第９条の次に次の１条を加える。
（本人に関する個人の秘密等の情報に係る閲覧）
第９条の２ 知事は、前条第１項及び第２項の規定にかかわらず、個人の秘密等の情報によ
り識別される特定の個人（以下この条において「本人」という。）から、当該個人の秘密
等の情報が記録されている文書館資料について閲覧の請求があった場合において、知事が

別に定めるところにより本人であることを示す書類の提示又は提出があったときは、本人
の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報が記録されている場合を除き、当
該文書館資料につき当該個人の秘密等の情報が記録されている部分についても、閲覧させ
るものとする。ただし、条件付き寄贈資料については、あらかじめその寄贈者又は寄託者
の承諾を得るものとする。
第１１条中「者は」の次に「、第９条第４項に規定する場合を除き」を加え、同条ただし書
を削る。
別記第１号様式の２を削る。
附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

北海道民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規則の一
部を改正する規則をここに公布する。
平成２７年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第３１号

北海道民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規則
の一部を改正する規則

北海道民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規則（平
成１８年北海道規則第６９号）の一部を次のように改正する。
別表第１食品衛生法施行条例（平成１２年北海道条例第１０号）の項中「４の項第１７号、６の
項及び１０の項第１号並びに」を「６の項第１２号、８の項第１号及び第２号並びに１４の項第１
号、別表第１の２の２の項、４の項、５の項第１７号、７の項及び１２の項、」に、「及び４の
項第２号エ」を「、６の項第２号イ及び８の項、別表第２の２の１の項、３の項及び４の項
第２号エ並びに別表第３の６の項」に改める。
別表第２特定非営利活動促進法施行条例の項の次に次のように加える。

食品衛生法施行条例 別表第１の８の項第１号
及び第２号並びに１４の項
第１号、別表第１の２の
１２の項、別表第２の６の
項第２号イ及び８の項、
別表第２の２の４の項第
２号エ並びに別表第３の
６の項

附 則
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この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２７年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第３２号

身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則
身体障害者福祉法施行細則（昭和３４年北海道規則第８３号）の一部を次のように改正する。
別記第４号様式の聴覚・平衡・音声・言語又はそしゃくの機能障害の状態及び所見の事項
中
「
２ 平衡機能障害の状態及び所見

」
を
「

� 身体障害者手帳（聴覚障害）の所持状況 （ 有 ・ 無 ）
（注）２級と診断する場合、記載すること。

２ 平衡機能障害の状態及び所見
」

に改める。
附 則

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の身体障害者福祉法施行細則別記第４号
様式の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後
の身体障害者福祉法施行細則別記第４号様式の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整
をして使用することを妨げない。

北海道有林野の産物売払規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２７年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第３３号

北海道有林野の産物売払規則の一部を改正する規則
北海道有林野の産物売払規則（昭和３６年北海道規則第９号）の一部を次のように改正する。
第３８条第１項第１号中「観賞用樹木」を「立木又は観賞用樹木」に改め、同項中第２号を
削り、第３号を第２号とする。

附 則

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。
２ この規則による改正後の北海道有林野の産物売払規則第３８条第１項の規定は、この規則
の施行の日以後において行われる公告その他の契約の申込みの誘引に係る契約について適
用し、同日前において行われた契約の申込みの誘引に係る契約については、なお従前の例
による。

訓 令

北海道訓令第２号

庁 中 一 般
出 先 機 関

公宅料の算定基準の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２７年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
公宅料の算定基準の一部を改正する訓令

公宅料の算定基準（昭和６０年北海道訓令第７号）の一部を次のように改正する。
第２条第３項の表（（注）以外の部分に限る。）を次のように改める。

地 域 区 分
１台当たりの額

整備駐車場 整備駐車場以
外の駐車場

札幌市及び道外の市町村の区域 ５，８００円 ２，９００円

函館市（浜町、女那川町及び川汲町の区域を除く。）、
江別市及び千歳市の区域 ４，０００円 ２，０００円

小�市、旭川市、室蘭市、釧路市（阿寒町仲町、阿寒
町阿寒湖温泉、音別町川東及び音別町海光の区域を除
く。）、帯広市、北見市（常呂町字常呂、留辺蘂町温
根湯温泉、留辺蘂町旭中央、留辺蘂町旭公園及び留辺
蘂町旭三区の区域を除く。）、岩見沢市、網走市、留
萌市、苫小牧市、稚内市、士別市（朝日町の区域を除
く。）、名寄市、根室市、砂川市、深川市、富良野市、
登別市、恵庭市、伊達市、北斗市、江差町、倶知安町、
岩内町、美幌町、浦河町、新ひだか町、音更町、釧路
町及び中標津町の区域

３，１００円 １，５５０円

上記以外の道内の市町村の区域 ２，７５０円 １，３５０円
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第３条の表（（注）以外の部分に限る。）を次のように改める。

種

別

規 格 １平方メートル当たりの基準公宅料の額

基 準 面 積
甲 地 乙 地 丙 地

木 造 非木造 木 造 非木造 木 造 非木造

公

宅

Ａ ５７平方メートル未満 ４６７円 ５８５円 ４０６円 ５２４円 ３７０円 ４８９円

Ｂ ５７平方メートル以上
７２平方メートル未満 ４７８円 ５９８円 ４１６円 ５３６円 ３８０円 ５００円

Ｃ ７２平方メートル以上
８７平方メートル未満 ４８０円 ６０５円 ４１８円 ５４２円 ３８１円 ５０５円

Ｄ ８７平方メートル以上
１０７平方メートル未満 ４９８円 ６２５円 ４３３円 ５６１円 ３９６円 ５２３円

Ｅ １０７平方メートル以上 ５０４円 ６３４円 ４４０円 ５６８円 ４０２円 ５３１円

物
置 １８４円 ２１６円 １２６円 １５８円 ９６円 １２８円

第４条第１項の表を次のように改める。

金 額

構 造 年 数 公 宅
物 置

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

木 造

１５年 １４９円 １５４円 １５５円 １６１円 １６３円 ６５円

２０年 １６６円 １７１円 １７２円 １７８円 １８０円 ７２円

２５年 １９０円 １９５円 １９６円 ２０３円 ２０６円 ８３円

ブ ロ ッ ク 造

１５年 １６０円 １６３円 １６４円 １７１円 １７３円 ６８円

２０年 １８８円 １９１円 １９３円 ２０１円 ２０３円 ８０円

２５年 ２０９円 ２１２円 ２１５円 ２２３円 ２２５円 ９０円

３０年 ２２４円 ２２８円 ２３１円 ２３９円 ２４２円 ９５円

３５年 ２３４円 ２３９円 ２４２円 ２５０円 ２５４円 １００円

４０年 ２６６円 ２７２円 ２７５円 ２８４円 ２８９円 １１５円

１５年 １３９円 １４２円 １４３円 １４９円 １５０円 ６１円

２０年 １６７円 １７０円 １７１円 １７８円 １８０円 ７２円

鉄筋コンクリート造

２５年 １８９円 １９２円 １９４円 ２０１円 ２０４円 ８２円

３０年 ２０６円 ２０９円 ２１２円 ２１９円 ２２３円 ８８円

３５年 ２１９円 ２２３円 ２２６円 ２３４円 ２３８円 ９３円

４０年 ２２９円 ２３３円 ２３６円 ２４４円 ２４８円 ９８円

４５年 ２３７円 ２４２円 ２４５円 ２５４円 ２５８円 １０３円

５０年 ２６６円 ２７２円 ２７５円 ２８４円 ２８９円 １１５円

第９条を第１１条とし、第８条を第１０条とし、第７条の次に次の２条を加える。
（特別の事情による基準公宅料の額の調整）
第８条 単身赴任者（北海道職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７５号）第１１条
の２、北海道学校職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７８号）第１０条の２の５
（市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道
条例第７９号）第２条第２項において準用する場合を含む。）又は北海道地方警察職員の給
与に関する条例（昭和２９年北海道条例第３４号）第１３条の２の規定により単身赴任手当を支
給される職員及び知事が別に定める者をいう。）及び３０歳以下の職員（３０歳に達する日以
後の最初の３月３１日までの間にある職員をいう。）に貸与する公宅に係る基準公宅料の額
については、第３条から第６条までの規定にかかわらず、公宅料の算定基準の一部を改正
する訓令（平成２７年北海道訓令第２号）による改正前のこの訓令（次条において「平成２７
年改正前の訓令」という。）第３条から第６条までの規定による額とする。
（区域による公宅料の額の調整）
第９条 第３条の表に規定する乙地（旭川市を除く。）及び同表に規定する丙地の公宅にお
ける公宅料（駐車場貸付料を除く。）は、第２条第２項及び第３条から第７条までの規定
により算定した公宅料に相当する額が、平成２７年４月１日において平成２７年改正前の訓令
第２条第２項及び第３条から第７条までの規定によるものとした場合における公宅料に相
当する額に１．３を乗じて得た額を超える場合には、当該乗じて得た額とする。
附 則

（施行期日）
１ この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ この訓令の施行の日（以下「施行日」という。）から平成３１年３月３１日までの間におけ
る公宅料（駐車場の貸付けに係るものを除く。以下同じ。）は、この訓令による改正後の
公宅料の算定基準（以下「改正後の訓令」という。）第２条第２項、第３条から第７条ま
で、第９条並びに第１１条第１項及び第２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる公宅料
の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
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� 平成２７年４月から平成２９年３月までの各月の公宅料 施行日においてこの訓令による
改正前の公宅料の算定基準第２条第２項、第３条から第７条まで並びに第９条第１項及
び第２項の規定によるものとした場合における公宅料（以下「改正前の公宅料」とい
う。）に相当する額に、施行日において改正後の訓令第２条第２項、第３条から第７条
まで、第９条並びに第１１条第１項及び第２項の規定によるものとした場合における公宅
料に相当する額と改正前の公宅料に相当する額との差額（次号において「差額」とい
う。）の３分の１に相当する額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨
てた額とする。）を加算して得た額（その額が毎年４月１日において改正後の訓令第２
条第２項、第３条から第７条まで、第９条並びに第１１条第１項及び第２項の規定により
算定した公宅料（次号において「改正公宅料」という。）に相当する額を超える場合は、
当該相当する額）

� 平成２９年４月から平成３１年３月までの各月の公宅料 前号の規定により算定して得た
額に、差額の３分の１に相当する額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切
り捨てた額とする。）を加算して得た額（その額が改正公宅料に相当する額を超える場
合は、当該相当する額）

３ 前項の場合において、改正後の訓令第１０条の規定の適用については、同条中「前条ま
で」とあるのは、「前条まで及び公宅料の算定基準の一部を改正する訓令（平成２７年北海
道訓令第２号）附則第２項」とする。

北海道訓令第３号

水 産 林 務 部
総合振興局及び振興局

北海道有林野の整備及び管理に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２７年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道有林野の整備及び管理に関する規程の一部を改正する訓令

北海道有林野の整備及び管理に関する規程（平成１４年北海道訓令第１７号）の一部を次のよ
うに改正する。
目次中「－第１９条」を「・第１８条」に改める。
第１８条を削り、第１９条を第１８条とする。
附 則

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。

北海道訓令第４号

本 庁

出 先 機 関
北海道官報報告規程を廃止する訓令を次のように定める。
平成２７年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道官報報告規程を廃止する訓令

北海道官報報告規程（昭和５３年北海道訓令第３号）は、廃止する。
附 則

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。
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